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1 ．広告ビジネスの概要と特徴

　2008年における日本の総広告費は，約6兆

7000億円であった1）。広告会社別売上は1位の

電通グループが約2兆円，2位の博報堂グルー

プが約1兆円であり，広告業界は上位2社で

40％以上のシェアを占める超寡占状態となっ

ている。この傾向は1970年代から顕著となっ

てきたが，2003年の「博報堂」，「大広」，「読

売広告社」の3社経営統合を境に，いっそう強

まった。業界3位の「アサツー DK」の売上が

4000億円台であることを考えると，広告業界

は，「電通・博報堂」の二強時代に入ったと考

えてよいだろう。今後，クライアント企業各社

の広告会社に対する要求は，マーケティングコ

ミュニケーションの進化をベースに，ますます

高度化，複雑化，多様化してゆくと思われる。

このニーズに対応するには，巨大な情報力と，

それを処理する技術力，ネットワーク力，そし

て企業の体力が必要であり，二強時代はますま

す先鋭化すると思われる。

　また総広告費を媒体別にみると，テレビ広告

が約1兆9000億円，新聞広告が約8300億円，

雑誌広告が約4000億円，ラジオ広告費が約

1500億円である。これらマスメディア4媒体の

広告費は約3兆3000億円となり，総広告費の

1）　「電通」ホームページの「日本の広告費」よ

り

約50％を占めている。そして，この広告費の

大部分が広告を出稿するための媒体枠（テレビ

ならCM時間枠，新聞なら広告スペースなど）

の料金である。日本の広告費の半分は広告を出

稿するための枠を購入するために使われている

のである。また，これらの枠は広告会社をとお

してしか売買できないしくみになっており，電

通・博報堂2社の売上におけるマスメディア4

媒体関連の割合は約70％，利益は約90％に達

する。日本の広告業界は，マスメディアの広告

枠の販売をベースにした2社寡占という，きわ

めて特殊な構造をしていることがおわかりいた

だけると思う。本論文では，こういった現状を

踏まえ，広告会社の業務体系にスポットをあて

て，そのシステムの改革を議論してゆく。まず

広告会社の業務全体を概観し，最も根深い問題

を持つメディア関連業務について論述する。次

いで，制作業務，マーケティング業務2）を含め

た総合的な改革施策を提言したい。最後に，営

業業務について触れ，その問題点と改革につい

て論を進める。なお，本論文でいう「広告会社」

とは「電通グループ」，「博報堂グループ」の二

者を指すのもとする。業界内外への圧倒的な影

響力を鑑みると，これが妥当であると考えるか

らである。また，巨大なパワーを持つ両者の業

2）　広告会社のマーケティング業務はクライアン

トへの総合的なマーケティング企画提案が中

心である。広告会社自体のマーケティング活

動と区別されたい
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務全体を総合的に検証することは，広告関連業

界だけでなく，さまざまなビジネス活動への示

唆にもなるはずである。

　高度成長期を経て現在に至るまで，広告会社

は，テレビを中心とするマスメディア広告枠

買付けと販売を主目的とした業務を展開して

きた。「クライアントのマーケティングコミュ

ニケーション戦略のパートナー」を標榜しなが

らも，その実態はクライアントへのマスメディ

ア広告枠の売込みを目的とするという矛盾を引

きずってきたのである。広告会社における成長

の歴史の裏には，旧態依然とした労働集約型の

業務から脱皮できていない現状がある。マスメ

ディア広告枠売買から独占的に巨額の利益が上

がるため，広告会社本来の業務であるべきクラ

イアントへのクリエイティブやマーケティング

企画提案業務が赤字のまま，脇に置かれてし

まっている。実際，マーケティング部門，制作

部門から上がる利益だけでは，それらの部門

の人件費すらまかなえない。メディア関連の利

益が広告会社の矛盾を隠してきたとも言えるだ

ろう。しかし，こういった業務体系はすでに

限界に達している。2008年におけるリーマン

ショックに端を発した世界経済の急速な悪化を

きっかけとして，広告会社業務の現状維持は許

されない局面となってきたのである。次章から

は，まず，メディアの側面から広告会社の業務

活動における問題点を探っていきたいと思う。

2 ．広告をとりまくメディア環境の変化

　総広告費の中で大きな部分を占めるマスメ

図1　2008年「日本の広告費」媒体別構成比（電通調べ）
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ディア4媒体ではあるが，ここ数年は慢性的な

低落傾向にある。特に新聞，雑誌，ラジオにお

ける広告費は凋落に歯止めがかからない状態で

ある。主力のテレビ広告費が，毎年，約2兆円

のスケールをキープしていたため，マスメディ

ア全体で見た場合，急激な低落は見られなかっ

た。しかし，2008年は，秋口からの急速な経

済状況悪化にともない，テレビメディア広告費

も前年比4.4％減の1兆9,092億円と2兆円を大

きく割り込んだ。もちろん，新聞，雑誌，ラジ

オの広告費はより厳しい状況となっている。前

年比で見ると，新聞広告費は12.5％減，雑誌広

告費は11.1％減，ラジオ広告費は7.3％減，マ

スメディア広告費全体では7.6％減とかつてな

い落込みを記録したのである。筆者は1980年

に広告業界に身を投じているが，これほどの

急変は経験がない。特に新聞，雑誌広告費の

10％を超える減少に目を疑ったほどである。

大型クライアントである自動車業界や電機業界

の業績が悪化し，広告費を絞ったという要因は

確かにある。しかし，広告業界に26年間身を

置いてきた筆者は，これまでとは性格を異にす

る，構造的な変化が業界を襲っていることを肌

で感じている。現役の広告マン諸兄は，さらに

強い危機感を持っておられるのではないだろう

か。

　その一方で，2008年のインターネット広告

費は6,983億円，前年比116.3％と堅調を維持

している。2001年のインターネット広告費が

約440億円であったから，7年間で16倍に急拡

大したわけである。筆者は2002年にインター

ネットメディア部門に異動したが，この時の苦

しいセールス状況を考えると，隔世の感があ

る。また，ネットにおける動画サイトの台頭も

著しい。「ユーチューブ」「ニコニコ動画」など

への投稿は，すでに広告費のかからない広告媒

体として成立しており3），一般企業だけでなく，

文部科学省など公共機関もその広報に利用して

いるほどである。また，さまざまな番組コンテ

ンツのネット配信への道が見えてきた。著作

権，肖像権問題も法的にクリアされつつあり，

過去のテレビ番組の配信も加速している。加え

て，BS，CSなど衛星放送，IPマルチキャスト

放送4）の拡大を考えると，テレビメディアの相

対的地位下落は，避けがたいものと思われる。

2011年7月に予定されている「テレビ地上波放

送の全面デジタル化」を期に，この傾向は強ま

るだろう。「放送と通信の融合」が完成すると

いっても過言ではない。かつて，テレビ局の東

京キー局5局（フジテレビ，日本テレビ，テレ

ビ朝日，TBS，テレビ東京）に集中していた

CM出稿も多種多様な媒体に分散してゆくだろ

う5）。より効果的なターゲティングができる媒

体，販売実効性の見える媒体などが台頭してく

ると思われる。

　メディアのデジタル化によって，消費者の視

聴形態も，「オン・ディマンド視聴」が増加す

ると考えられる。これは，アーカイブなど記憶

体に蓄積した好きな番組を，好きな時間に再生

する方式である。オン・ディマンド視聴が進

3）　動画サイトにはサイト内の画面に掲載される

有料広告もあり，多面的な利用が可能になっ

ている

4）　ブロードバンド回線等を利用した専用の IP

網による動画配信。回線への負担が軽く，オン・

ディマンド視聴サービスや多チャンネル放送

が行われる。ネット経由であるが，法的には

有線放送とみなされる。現在の地上波テレビ

放送の地位を揺るがす存在になる可能性があ

る

5）　テレビCMを全国ネット放映できるのは，東

京キー局のみ。大企業のCM出稿はこの5局に

集中していた
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むと，リアルタイムに多くの人が同時に同じ番

組を見ることが少なくなり，視聴率と広告費を

稼ぎ出していた「ゴールデンタイム」6）の概念

もなくなる。マスメディアの「マス」が崩壊す

るわけである。また，デジタルメディアでは長

時間の番組の記録，再生が容易となる。この場

合，当然のごとく「CMの飛ばし見」が起こる。

テレビ局や広告会社の巨大利益線であったマス

メディアは今，さまざまな方面で，大きく揺ら

ぎ始めているのである。まさにメディアの地殻

変動といえるだろう。こういった状況の中，広

告会社営業も抜本的な業務体制改革が迫られて

いるのである。

3 ．消費者情報主権時代における広告会社

の役割

　こうした状況は，情報流通における主導権が

メディアから消費者へ移動したことを示す。そ

の引き金はインターネット社会の進展にある。

多数のユーザーで情報共有し，情報に対して

相互にコメントできる「ソーシャルメディア」

と「集合知」が，経済，社会，文化などを動か

す原動力になっていることは読者も感じるとこ

ろであろう。広告会社としては，現在のメディ

ア状況について，インターネット広告の急成長

がマスメディア広告を脅かしているという単純

な図式ではなく，メディア全体の地殻変動が起

きていると考えるべきなのである。現にマスメ

ディアの広告より，ネット発の口コミ情報のほ

うが購買決定の重要な要素となるケースも多く

なってきている。またネットでの口コミを醸成

するための入口としてマスメディアが利用され

6）　19時～ 22時までの時間帯。従来のテレビ放

送では視聴率が跳ね上がる時間であり，CM出

稿が集中するテレビ局のドル箱である

るケースも増えてきた。テレビCMの最後には

必ずといっていいほどネット検索を促す画像が

写し出される。これは情報における消費者主権

時代の象徴である。

　このような時代において，広告会社は，マス

メディア，インターネット，他媒体の区別なく，

包括的かつフラットな立場で，メディア全般を

とらえなければならない。この立場を「メディ

アニュートラル」という。ここでは，もちろん，

マスメディアが頂点に立つメディアのヒエラル

キーはない。新しい情報流通時代において，広

告会社は，クライアント企業に対して，より効

果的なコミュニケーション戦略を提言できる

パートナーにならなくてはいけない。広告会社

が新しい情報流通システムのキーステーション

の地位を占めなくては，その存在も危ぶまれる。

広告会社の業務改革を語る前に，広告会社その

ものの立ち位置を定めなくてはならない時代な

のである。

　広告会社にとって，まず重要になるのが，消

費者へ届く新しい情報流通構造を多面的に把握

することである。この流通構造は「情報発信

フィールド」，「情報受信フィルター」，「フィル

ター通過情報によるコンテクスト形成」の3層

構造となっている。まず，「情報発信フィール

ド」であるが，各種メディアの広告，記事，パ

ブリシティ，インターネット，クチコミ，店

頭，店員，商品パッケージなどがあげられる。

ここでは，従来のメディアの考え方より一歩踏

み込んで，情報発信源がひろくとらえられる。

「情報受信フィルター」とは，消費者における

情報取捨選択システムを表す。ここは消費者

が，情報の有用，無用を判断するフィールドで

あり，広告会社が最も注視すべきポイントと言

える。具体的には，検索エンジン，ブログ，ク

チコミ情報，店頭スタッフの情報，消費者固有
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の経験，知識などがあげられる。いわゆる「情

報のふるい」であり，これらを通過しなければ，

広告情報が消費者に届かない。現代は，消費者

にとって情報過多時代であり，このフィールド

を制する者が情報流通の勝者になる可能性が高

い。クライアントに対しこのフィルターを通過

させるパワーを提案できる広告会社が生き残る

であろう。検索エンジンを擁した「グーグル」

はその有力候補である。また「グーグル」にお

ける売上の大部分が広告収入であることも強調

しておきたい。

　このフィルターを通過した情報をもとに，消

費者は商品と自分との間で購買に直結するコン

テクストを形成すると考えられる。消費者の購

買の実態は複雑多様であり，単なる「商品価

値」と「価格」のバランスでは，もはや購買心

理を推し量れない。消費者が抱く商品使用をと

おした生活シーンのイメージの価値が「商品の

機能的ベネフィット」＋「精神的ベネフィット」

＋「各種コスト」の総和を上回った時，購買に

いたると考えるのが妥当なように思う。消費者

は，商品を，機能的ベネフィット，精神的ベネ

フィットを当然備えているものとしてとらえて

いる。広告会社の役割は「消費者が抱く商品使

用をとおした生活シーンのイメージ」をよりリ

アルに演出して消費者の心に届かせることにあ

ると考えてよいだろう。

4 ．広告会社におけるメディアプランの問

題点

4．1　テレビメディアにおける視聴率の問題

　これまでの議論を踏まえ，具体的，効果的な

広告会社の活動を考えてみよう。まず，より深

く消費者にとどくメディアプランニングの実現

が緊急の課題となる。これは広告会社が最も熟

達している中核業務のように思われるかもしれ

ないが，現在の広告会社のメディア部門のス

タッフはマーケティング関係の情報を驚くほど

知らない。例えば，「テレビのこの時間帯は，

どういう年代の，どんな職業の，どんなライフ

スタイル視聴者がいて，どんなニーズを持って

いるか」といったような，基本的なことを知ら

されていない。だからテレビスポットCM出稿

においては，基本的に，平日の夜と土日の全日

というような大雑把な枠の提案しかできないの

である。

　この問題の背景にはテレビ視聴率の不合理

性がある。これは，社会的にも大きな問題で

あるので，少し詳しく述べておきたい。現在，

テレビCM広告枠売買の基準はGRP（Gross 

rating point＝積算視聴率）となっている。こ

れは，どれだけの範囲の人に，何回CMが届い

たかを示す指標で，前者を「リーチ」，後者を

「フリーケンシー」と呼び，この二つを掛算した

ものがGRPとなる。通常，「世帯視聴率」×「放

映回数」で算出する。視聴率が到達範囲（リー

チ），放映回数が到達頻度（フリーケンシー）

ということになる。例えば，視聴率20％で100

回放映されれば，2000GRPということになる。

一見，合理的に思えるが，GRP算出要素とし

て「世帯視聴率」を採用していることに問題

がある。世帯視聴率は，一家に一台のテレビ

受像機をモニターとして抽出し，その視聴状

況を調査して計測している。最大の問題は一

家に一台のテレビしか調査しないという点に

ある。今は，一家庭が複数のテレビを持つの

が普通であり，家族それぞれが自分の好みに

合わせて異なった番組を見ている。親と子供

の見る番組は当然違う。一家一台のテレビの

視聴率をもって全体を代表させていることに

大きな矛盾がある。世帯視聴率は一家団欒で
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同じ時間に同じ番組を見ていた時代の遺物で

あり，ライフスタイルが多様化した現代のテ

レビ視聴状況からかけ離れたものになってい

るのである。この状態に対応するため，個人

視聴率（親，子供，孫など，家族構成員それ

ぞれについての視聴率を算出する）も計測は

されているが，あくまで参考程度というのが

実情である。また，サンプルの少なさにも問

題がある。モニター世帯は関東，関西，中部

地区で各600件，全国で6,800件しかない。誤

差はプラス，マイナス約3.3％とされているが

これに対する疑問も多い。また視聴率を人為

的に捜査する不正も頻発している7）。さらに，

視聴率を調査発表しているのが，「ビデオリ

サーチ社」一社のみであり，出資しているの

が主要テレビ局と大手広告会社であることも

信頼を揺るがす元凶になっている。つまり，

テレビ局と広告会社の連合体が，現実と整合

性のある個人視聴率ではなく，自分たちに都

合のよい世帯視聴率をテレビCM広告枠売買の

基準として採用し，巨額の収益をあげていた

実態が浮かび上がってくるのである。多様化

社会では，個人視聴率が，よりテレビの視聴

実態を表すことは疑いようがない。しかし，

これを広告枠売買基準にしてしまうと，視聴

率の数値が分散，低下し，GRPが上がらない。

だから，テレビ局とCM時間枠を販売する広告

会社は，現実性に欠ける世帯視聴率に固執す

るのである。

　世帯視聴率を上げることに腐心するテレビ

7）　視聴率操作に関する不正として2003年の「日

本テレビ視聴率買収事件」があげられる。日

本テレビのプロデューサーが，視聴率調査サ

ンプル世帯に謝礼を渡し，プロデューサーが

制作した番組を見るように依頼，視聴率アッ

プを狙ったとされる

メディア環境では，視聴ターゲットを絞り込ん

だ骨のある番組は作りにくい。いきおい，万人

向けの人気タレントを起用した当たり障りの

ない番組に頼ることになる。その方が，高い視

聴率を期待できるからである。しかし，これで

は，テレビのスイッチはONになっていても熱

心に見る視聴者は少ない。結局，世帯視聴率重

視志向は，内容の濃い番組制作をさまたげ，広

告媒体としてのテレビメディアの価値の低下

と，視聴者離れを誘発しているのではないかと

思う。

　以上の事実から考えて，世帯視聴率中心に

したテレビCM広告枠売買という旧来の広告ビ

ジネスは破綻状況にあるのは間違いない。こ

のままでは，広告情報が消費者に届く仕組みは

到底作れない。個人視聴率の全面的導入とテレ

ビCM広告枠売買の公正化，情報公開は緊急の

テーマである。そのために，「テレビメディア

広告枠公正取引委員会」のような第三者組織を

設置し，視聴率調査会社をその下に置くことを

提案したい。そして，ターゲットを絞った深い

内容のある番組づくりを推進する。クライアン

ト企業にしても，表面的な視聴率は下がって

も，ターゲット市場に的確に届き，視聴者が真

剣に見る番組にCMを流したいはずである。長

い目でみれば，このような改革が広告業界の社

会的地位向上の発展に寄与するのではないだろ

うか。

4．2　メディア，制作，マーケティング三部門

協力体制の重要性

　テレビ視聴者におけるさまざまな情報が広告

会社のメディア部門に伝わっていないことは，

前項で述べた。これはテレビだけの問題ではな

い。例えば，「消費者が商品購買に際して，ど

のメディアから情報を収集したか，購買の決定
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要因となったのは，どのメディアから入手した

情報であるか」8），広告会社において，このよ

うな基本的調査が重視され始めたのは，ほんの

数年前のことである。以前は，メディア全般の

基本情報すらメディア部門に届いていなかった

のである。この問題の背景には，広告会社内の

メディア部門とマーケティング部門の情報連携

不全がある。

　また，広告表現をつかさどる制作部門とその

情報を載せる媒体をプランニングするメディア

部門の連携にも課題が多い。両部門は過去，広

告会社内で最も疎遠となっていたパートであっ

た。筆者は広告会社勤務時代の2002年，制作

部からメディア部へ異動した経験を持つが，

2つの部門で「広告」に対する価値観の焦点が

全く異なっていたことに驚かされた。また，筆

者のような異動例は広告業界全体でもレアケー

スであり，人材交流も皆無に近かった。制作部

門は，クリエイティビティを磨き，よりパワー

のある表現を発表したいという意向が強い。各

種広告賞受賞を目標とするスタッフも少なくな

い。一方，メディア部門はマスメディア広告枠

の販売拡大を推進することに主眼点を置いてい

る。もちろん厳しい販売ノルマも課されてい

る。両者の目標は全くずれてしまっていたので

ある。例えば，制作者はクリエイティビティを

発揮できる大型ポスターを望んでいるが，メ

ディア部門が利益面で難色を示すこともあっ

8）　現在，広告会社では，商品あるいはブランド

と消費者が接するポイントを計画的に統合管

理してゆく「タッチポイントプランニング」

という手法が実践されている。これにより，

消費者との接点すべてがメディアに該当する

という考え方が生れた。口コミや，店頭スタッ

フの対応も重要なメディアであり，広告会社

の業務範疇に入ってくる

た9）。そこでは，クライアント視点が全く欠け

てしまっている。クライアントにとって，今，

最も必要なことは何か，どんなメディアにどん

な広告を出稿すべきなのか，それを協働作業で

創造していくことの重要性をもう一度，広告会

社全体で確認すべき時期に来ていると思う。ク

ライアントに提案するメディアプランは消費者

の変化に敏感に対応するべきものであり，メ

ディアが変われば，広告表現も柔軟に対応する

体制を整備すべきである。また，消費者の心を

動かす広告表現には，それに最適のメディア企

画を提案すべきであろう。目標を共有してこそ，

クライアントを満足させる真の業務改革が実現

する。しかしこのような改革はいまだ初期の段

階である。広告会社の主要業務改革は基礎工事

からスタートしなければならないのである。

　広告会社は，メディア部門とマーケティング

部門および制作部門の連携不全状態のまま，歪

んだ成長を遂げてきた。これを早急に是正，改

革しなければ未来はない。クライアント企業は，

激しく流動化する市場において，消費者の詳細

な動向情報に根差した，「販売に直結する広告」

への志向を強めるだろう。そのためにも，第3

章で触れたように，消費者と商品を生活シーン

の中で結びつけるコンテクスト実現が不可欠と

なる。そしてこの課題は，メディア部門，マー

ケティング部門，制作部門の「三位一体体制」

の協力のもとでしか実現できないのは，先に述

べたとおりである。次章ではこの問題について

9）　発行部数の多い新聞全国紙の場合，媒体料

は1ページで3000万円以上といわれ，その10

数％が広告会社のマージン収入になることも

多い。ポスターの出稿料はさまざまであるが，

新聞の10分の1以下というケースもある。広

告会社内で制作とメディア両部門の利害関係

は食い違うことが多かった
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具体的提案も含め論述していきたい。

5 ．広告会社における業務改革の必要性

　広告会社は今，社内各部門が一致団結して，

市場と情報における構造的な変化に対応してい

かねばならない。個々の部門の改革を個別に考

えても無意味なのである。これは，マスメディ

ア広告枠売買ビジネスからの脱却のチャンスで

もあり，頭打ちから右肩下がりへ向かう日本広

告ビジネスの突破口にもつながる。この改革に

ともなって，マスメディア取引に伴うマージン

ビジネスから，フィービジネスへの転換も議論

のテーブルにあげられるだろう。これは，いわ

ば手数料体系を，手間賃体系に変える議論であ

る。フィービジネスが実現すると，広告会社が

クライアント企業に提供した貢献度に対して報

酬支払われる体系が実現することになる。これ

は広告業界の健全な発展に寄与するものとなる

だろう。当然，クライアントとの関係強化に結

びつく有効なマーケティング戦略提案，メディ

ア戦略提案，広告表現戦略提案等が今以上に重

要になってくる。広告会社の本分はクライアン

トのマーケティング問題解決であり，その分野

から報酬を得るのは健全な姿である。巨額の利

益を生んできたマスメディアマージンビジネス

からの脱却は痛みを伴う。しかしこれを避けて

いては真の広告会社の業務革新は成功しないの

である。本章の趣旨は，前章で触れた「三位一

体体制」をもとに，どのような業務活動が効果

的なのかを考えることにある。その答えは，消

費者情報主権時代における効果的なコミュニ

ケーション戦略および広告戦略を，クライアン

トの視点に立って考え，具体的な活動を模索す

る中でおのずと導き出されると思う。

　ここで，もう一度，業務改革議論の前提とな

る条件をふりかえってみたい。まず，情報流通

の主権がメディアから消費者に移ったこと，メ

ディアの構造的変化の中で，テレビを中心とす

るマスメディアパワーは減少すること，巨額の

収益をあげるマスメディア広告枠売買ビジネス

は崩壊に向かっていることがあげられる。しか

しながら，テレビは依然として最強の情報発信

メディアであり続けることも強調しておきた

い。消費者ひとりあたりの広告情報到達費用に

おいて，テレビにかなう効率的なメディアはあ

らわれないし，オン・ディマンド視聴が増加す

るとはいえ，従来どおり，テレビを受動的に視

聴する消費者の数は底堅いと思われる。メディ

アは多種多様な消費者の志向を映しながら，ダ

イナミックに動いてゆくだろう。

　もちろん前述したように，消費者情報主権

時代は急速に進んでゆく。こちらの主役はイ

ンターネットネットである。総務省調査（平成

14年）によれば，1992年から2002年の間，情

報の発信量は約12倍になっている。同期間，

情報の消費量は約5倍にしかなっていない。留

意すべきは，情報の供給過多状況において増加

した情報の大部分はネット経由であり，また，

消費者の情報フィルターにかからず，そのまま

捨てられてしまう情報の大部分もネット関連の

ものであるということである。また現代におけ

るメディアの状況は，マスメディア，インター

ネット，フリーペーパー，プロモーションメ

ディア（屋外広告，POP，チラシなど），口コ

ミ等が常に変化し，複雑に交じり合いながら動

いている「メディア・アメーバ」状態にある。

このような時代において，クライアントに対し

有効な広告戦略を提案するにために，広告会社

はメディア環境および，それに伴うクライアン

トニーズの急変に素早く適応し，その場，その

場で効果的な提案をしなければならない。「動」
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には「動」の対応が必要なのである。以前のよ

うに年間広告キャンペーン作成に長い時間をか

け，あとはメディアに流すだけ，終わればまた

次年度の業務……という固定的，一方向的なビ

ジネスはもはや成立しない。広告会社の提案の

スピード，柔軟性，有効性がもとめられる時代

なのである。これを実現するのが，広告会社に

おける，メディア，クリエイティブ，マーケティ

ングの三者融合である。現実の業務においては，

「オリエンテーション→プレゼンテーション→

広告出稿→結果レビュー」でワンセットという

業務フローではなく，三者が一致協力して，継

続的，臨機応変なクライアント提案を実践する

「PLAN・DO・SEE」サイクルが必要となって

くる（図2参照）。具体例でいえば，市場やメディ

ア状況の変化に備え，広告表現を複数準備し，

よりタイムリーなものを選んで出稿する体制，

また，クライアントの方針変更があれば，営業

を通じて即座に関係部門に情報が伝達され，適

宜，最善の具体的対処を実行する体制などがあ

げられる。さらに「広告情報発信→広告情報受

入れ→購買」というストーリーを消費者の心の

中に構築することも重要課題である。これは，

「消費者の心」という不確定な要素がからむだ

けに高度な対応が必要となる。マスメディア，

インターネットメディア，他メディアの広告出

稿を同時並列的に行う「メディアミックス」で

はなく，広告情報をアメーバーのように各メ

ディアに溶け込ませる，いわゆる「情報溶解」

が必要なのである。これにより，広告情報をよ

り深く浸透させ，消費者の心の中に「商品との

コンテクスト＝購買のストーリー」を構築する

ことができる。現代の消費者は，広告に慣れきっ

てしまっている。「広告」という枠組みの中の

情報に対して懐疑的であるし，信頼性も年々，

低くなっている。こういった状況では，いわゆ

る「無意識広告」が消費者のフィルターを通過

しやすいといえる。例えば，雑誌やサイトの旅

行特集記事の中に，巧みに組み込まれたホテル

や観光スポットの広告は消費者に届きやすい。

また，口コミやSNS，有力ブログ，アルファ・

ブロガーと呼ばれる影響力が強いブログライ

図2　「メディア，制作，マーケティング三部門が一体となった広告ビジネス進行のイメージ」
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ターからの情報など「集合知」から，真に有効

な情報を得ようとする傾向も強くなっている。

これは消費者情報主権時代の典型的な消費者行

動であろう。作れば売れた大量生産時代，消費

者が広告に心を動かしてくれた時代とは隔世の

感があるが，時代とともに情報機構がダイナ

ミックに変化する中で，消費者の心をとらえよ

うとするところに広告ビジネスの素晴らしさが

あるのだとも思う。

※論文執筆最終段階で博報堂が企業向けに，テ

レビCMの広告効果測定サービスを開始すると

いうニュースが入った。2009年4月14日付，

日本経済新聞朝刊によると，このサービスでは，

放映された全てのテレビCMに関して毎週，イ

ンターネットでアンケート調査を実施し，視聴

者のCM認知度，好感度，商品への興味，購買

意欲などを5段階で評価するという。例えば，

自動車，ビール，ケータイ電話などの商品分野

別にCMによる購買意欲向上度ランキングを一

覧することも可能になる。もちろん，競合他社

との比較も明確となる。また，CM広告商品に

ついて何件のネット検索があったか，ブログに

何件の投稿があったかも測定する。

　この種の調査は，従来から広告会社でおこな

われてきたものである。しかし，毎週という

調査頻度の高さ，CMによる購買意欲への影響

度まで踏込んだことは画期的である。同サー

ビスは現段階では，企業向けの情報提供であ

るが，こうしたシステムを「三位一体体制」の

PLAN・DO・SEEサイクルの中に効果的に組

み込むことができれば，筆者の提言にも実効性

が出てくると思う。

6 ．広告会社における「営業改革」の実際

　最後に，広告会社における，あるべき「営

業」の姿，それに向けての改革について具体的

に述べる。広告会社の「営業」は，社内スタッ

フの取りまとめ役兼代弁者であると同時に，ク

ライアントの代弁者でもあるという二面性を有

している。ある時には自社を代表する主張者で

あり，またクライアントの利益代表ともなる。

つまり自社とクライアント企業の間のコミュニ

ケーションターミナルとして機能しているので

ある。この機能は「営業」が長年，蓄積してき

たノウハウであり，他の業界の営業には見られ

ない独自のしくみでもある。こういった意味か

ら，「PLAN・DO・SEE」の推進役として，「営

業」ははずせない。メディア，制作，マーケ

ティングのリーダーが状況によって適宜，業務

推進役責任者となり，営業を不要とする議論も

あるが，広告会社各部門の高度な技能性，専門

性を考えれば，前述のような営業機能は「営業」

スタッフしか果たせないと考えられる。情報新

時代が進むにつれて，むしろ今以上に営業の重

要性は増大してゆくであろう。

　こういった営業機能の改革を考えるにあたっ

てまず，クライアント企業と自社の間の情報結

節点機能の重要性を改めて強調したい。クライ

アント企業との関係深化を土台に，ビジネス

パートナーとしての地位確立することは，い

つの時代も営業活動の主眼であり続ける。営業

成果の帰着点として，情報新時代における「商

品と顧客における購買コンテクスト」を保持

し続けることをあげたい。「購買に直結する広

告」への志向が高まる今日，ここが，クライア

ントへの最大の価値提供と考えるからである。

消費者に訴える強い広告表現，それに適した

マーケティング戦略，メディア戦略を，営業が
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牽引，実現するシステムが理想であろう。さら

に，クライアントとのコミュケーションの継続

性も重視すべきである。今までの広告会社にお

いては，季節キャンペーン型広告，新発売キャ

ンペーン型広告など，大規模ではあるが単発の

業務が多かった。冬の缶コーヒーのプレミアム

キャンペーンや大型商品のリニューアル広告企

画実行がこれにあたる。今後は，過去の経験実

績を未来の業務に活用すること，営業が三位一

体の「PLAN・DO・SEE」サイクルの推進機

能を発揮し，機敏な時代対応を経て，より大き

な成果をあげることが期待される。特にCMな

ど制作表現物の柔軟な変化対応の重要性につい

てはこれまで述べたとおりである。

　以上が営業改革の骨子となるが，そのため

のサポート体制改革にも触れておきたい。第

一は，営業付帯業務の軽減である。前述した

ように，広告会社営業は労働集約型の遺物を引

きずっている。現在の営業スタッフはあまりに

も多い営業付帯業務に忙殺され，本来の営業機

能の発揮できずにいる。業務分担改革によっ

て，より効果的な価値提供を生み出す仕組み

を先鋭化すべきであろう。第二はメディアマー

ケティング部門の拡充である。この部門は比較

的以前から大手広告会社において組織されてき

た。マーケティングの面からメディア業務をサ

ポートすることが主要業務であるが，これまで

に倍する実効性が要求される「三位一体体制」

の重要パートである。ここにはメディア業務の

実効性向上に役立つ貴重なデータが膨大に蓄積

されている。またそれらがオンライン化されて

いる。例えば，博報堂には，メディアプランニ

ングをサポートする「HAAP」というシステム

が，1977年から備わっている。現在は，マス

広告と他メディアのミックスプラニングの効果

をシミュレーションできる「メディアミックス

HAAP」も開発された。これは，マスメディア，

インターネット，他メディアを横断して最も効

果的なメディアプランを瞬時にはじき出せる機

能を持つ。しかし，広告会社においては，この

データをメディア部門のスタッフが自由に使い

こなせる状況とはなっていない。またデータに

よっては全く使えないものもある。「こんな素

晴らしいシステムがあったのか」と驚くメディ

ア部門スタッフも多い。使いやすいシステム改

編とメディアスタッフの研修強化をとおして，

是非，強力な武器として欲しい。第三はオフィ

ス内の部門配置デザインである。瑣末な問題の

ようであるが，「人が資産」の広告会社では重

要な改革課題である。営業部門を中心にマーケ

ティング部門，制作部門，メディア部門が，お

互い，顔の見える位置にいることが望ましい。

ワンフロアに「営業＋三位一体チーム」が結集

することが重要なのである。ビルの階が異な

ると，たった1階の違いでも心理的距離が遠く

なってしまう。自然にコミュニケーションでき

る位置，廊下などでばったり出会った時，即時

に意見のすり合わせができる，こういった細か

いことが業務改革では重要なのである。ここで

は，固定した会議室ではなく，自由に使えるテー

ブルとITインフラが必要となろう。最後に，

人事評価システムの刷新をあげておきたい。広

告会社では，社内各部門からスタッフが集まり

営業のもとで，クライアント対応別チームが編

成されることが多い。本論における「営業＋三

位一体チーム」もこれを念頭に置いてきた。し

かし，チームにおける貢献が各部門の長に正し

く伝わらないという問題が起こる。例えば，制

作スタッフの三位一体チームにおける活躍が評

価者である制作部門長に直接には見えないとい

う不合理が発生してしまうのである。ビジネス

においては人的モチベーションがパワーの源で
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ある。現行の成果主義の改善，および，部門長

による評価，チーム内の評価，クライアントに

よる評価も考慮した，より公平性，実効性の高

い人事改革が期待される。
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